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本資料における論点

★本資料でご確認いただきたい事項

①被害予測結果について
・前回検討部会のご意見への対応について
・結果の妥当性について
・定性的な被害様相について

②減災対策について
・被害想定項目と対応する県の減災対策について
・より効果的な対策についてのご意見

※ 津波浸水想定が調製中のため、今回は揺れによる被害を実施。
揺れの大きい、日本海溝（三陸・日高沖）モデル、東北地方太平洋沖地震を対象とした。

※ 令和３年12月に公表された国の被害想定の想定ケース（季節・時間）と相違しています
が、この取り扱いについては、次回部会でお諮りします。
なお、建物内の人的被害に影響する深夜～早朝の時間帯の屋内滞留人口は、ほぼ一定で
あることから深夜と朝５時の人的被害の結果に基本的に差は生じないと考えられます。
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①被害予測結果の報告
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前回検討部会のご意見への対応

ご意見①：停電の有無は避難する際の大きな要因になるので、
考慮してほしい。
⇒対応：内閣府の手法に基づき、夜間の避難開始時間を昼の
５分から５分遅らせて10分と設定するとともに、避難速度を
昼の8割に設定する。

• 内閣府の昼夜間の避難開始時間の違い

• 内閣府の避難速度の考え方について、４０頁のポツの７つ目を参照
「日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震の被害想定項目及び手法の概要」、日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震対策検討ワーキンググループ、令和３年12月21日より
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前回検討部会のご意見への対応

ご意見②：海での被害想定についても考えてほしい。
⇒対応：今回の被害想定では、発生がれきなどの海上・海中
浮遊・堆積の量的把握や状況の予測は困難である。被害の様
相等への記載とする。
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対象地震 想定ケース 液状化 揺れ 津波
急傾斜地

崩壊
火災 合計

冬・深夜 約500 約400 約17,000 約200 約10 約18,000

夏・昼 約500 約400 約17,000 約200 約10 約18,000

冬・夕 約500 約400 約17,000 約200 約40 約18,000

内閣府

日本海溝モデル

建物被害の概要
建物被害（全壊棟数） 予測結果の概要

※：火災は強風時（8m/s)
※：合計値は津波被害を予測していない段階での合計
※：被害数は、延べ数を実数に精査した値であること。
※：小数点以下四捨五入のため合計と合わない場合がある。次回部会までに端数調整方法を示す。

（棟）

●資料1で示した通り千島海溝モデル、明治三陸、昭和三陸については県全域で概ね
震度4以下のため、揺れによる建物被害は発生しない。

「日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震の被害想定について【被害の様相】」、日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震対策検討ワーキンググループ、令和３年12月21日より作成

参考：内閣府による建物被害（全壊棟数） （棟）

対象地震 想定ケース 液状化 揺れ 津波
急傾斜地

崩壊等
火災 合計

冬朝5時頃 679 597 74 0 (1,350)

夏昼12時頃 679 597 74 0 (1,350)

冬夕方18時頃 679 597 74 1,472 (2,822)

冬朝5時頃 618 404 11 0 (1,033)

夏昼12時頃 618 404 11 0 (1,033)

冬夕方18時頃 618 404 11 184 (1,217)

日本海溝

（三陸・日高沖）

モデル

東北地方

太平洋沖地震
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液状化による建物被害
＜液状化による建物被害：市町村ごとの全壊・全半壊棟数（棟）＞

【日本海溝（三陸・日高沖）モデル：冬夕方18時頃※】
市町村

液状化による

全壊棟数

液状化による

全半壊棟数

盛岡市 15 205

宮古市 77 590

大船渡市 6 58

花巻市 13 151

北上市 5 78

久慈市 103 747

遠野市 4 37

一関市 151 989

陸前高田市 17 107

釜石市 37 233

二戸市 2 22

八幡平市 10 80

奥州市 58 512

滝沢市 0 1

雫石町 0 0

葛巻町 0 0

岩手町 5 47

市町村
液状化による

全壊棟数

液状化による

全半壊棟数

紫波町 38 329

矢巾町 0 4

西和賀町 0 3

金ケ崎町 0 4

平泉町 1 15

住田町 1 11

大槌町 2 15

山田町 42 346

岩泉町 9 77

田野畑村 13 78

普代村 54 308

軽米町 0 1

野田村 7 58

九戸村 0 0

洋野町 5 35

一戸町 2 26

合計 679 5,168

※火災による被害が顕著であるため、当該資料としては、18時を提示するもの。
・市町村ごとの被害は建物被害の全県合計が最も大きいケースを表記した。（次頁以降も同様。）
・小数点以下四捨五入のため合計と合わない場合がある。次回部会で端数調整方法を示す。
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揺れによる建物被害

＜揺れによる建物被害：市町村ごとの全壊・全半壊棟数（棟）＞

市町村 揺れによる全壊棟数 揺れによる全半壊棟数

盛岡市 1 16

宮古市 67 303

大船渡市 61 306

花巻市 22 157

北上市 6 64

久慈市 136 496

遠野市 8 85

一関市 37 286

陸前高田市 33 166

釜石市 90 390

二戸市 5 58

八幡平市 0 9

奥州市 61 408

滝沢市 0 3

雫石町 0 1

葛巻町 0 0

岩手町 0 1

市町村 揺れによる全壊棟数 揺れによる全半壊棟数

紫波町 5 38

矢巾町 1 9

西和賀町 0 0

金ケ崎町 2 22

平泉町 1 6

住田町 5 33

大槌町 15 71

山田町 7 46

岩泉町 1 10

田野畑村 1 5

普代村 1 4

軽米町 0 6

野田村 4 20

九戸村 0 1

洋野町 28 155

一戸町 1 14

合計 597 3,190

【日本海溝（三陸・日高沖）モデル：冬夕方18時頃】

※火災による被害が顕著であるため、当該資料としては、18時を提示するもの。
・市町村ごとの被害は建物被害の全県合計が最も大きいケースを表記した。
・小数点以下四捨五入のため合計と合わない場合がある。次回部会で端数調整方法を示す。



8© 2021 OYO Corporation, All rights reserved.

急傾斜崩壊による建物被害

＜急傾斜地崩壊による建物被害：市町村ごとの全壊・全半壊棟数（棟）＞
【日本海溝（三陸・日高沖）モデル：冬夕方18時頃】

市町村
急傾斜地崩壊による

全壊棟数

急傾斜地崩壊による

全半壊棟数

盛岡市 0 0

宮古市 23 75

大船渡市 13 41

花巻市 0 0

北上市 0 0

久慈市 4 13

遠野市 0 0

一関市 0 0

陸前高田市 10 34

釜石市 23 75

二戸市 0 0

八幡平市 0 0

奥州市 0 0

滝沢市 0 0

雫石町 0 0

葛巻町 0 0

岩手町 0 0

市町村
急傾斜地崩壊による

全壊棟数

急傾斜地崩壊による

全半壊棟数

紫波町 0 0

矢巾町 0 0

西和賀町 0 0

金ケ崎町 0 0

平泉町 0 0

住田町 0 0

大槌町 1 4

山田町 0 0

岩泉町 0 0

田野畑村 0 0

普代村 0 0

軽米町 0 0

野田村 0 0

九戸村 0 0

洋野町 0 0

一戸町 0 0

合計 74 242

※火災による被害が顕著であるため、当該資料としては、18時を提示するもの。
・市町村ごとの被害は建物被害の全県合計が最も大きいケースを表記した。
・小数点以下四捨五入のため合計と合わない場合がある。次回部会で端数調整方法を示す。
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火災による建物被害
＜火災による建物被害：市町村ごとの全焼棟数（棟）＞
【日本海溝（三陸・日高沖）モデル：冬夕方18時頃】

市町村 火災による全焼棟数

盛岡市 0

宮古市 0

大船渡市 0

花巻市 0

北上市 369

久慈市 756

遠野市 0

一関市 0

陸前高田市 0

釜石市 208

二戸市 0

八幡平市 0

奥州市 0

滝沢市 0

雫石町 0

葛巻町 0

岩手町 0

市町村 火災による全焼棟数

紫波町 0

矢巾町 0

西和賀町 0

金ケ崎町 0

平泉町 0

住田町 0

大槌町 139

山田町 0

岩泉町 0

田野畑村 0

普代村 0

軽米町 0

野田村 0

九戸村 0

洋野町 0

一戸町 0

合計 1,472

※火災による被害が顕著であるため、当該資料としては、18時を提示するもの。
・市町村ごとの被害は建物被害の全県合計が最も大きいケースを表記した。
・小数点以下四捨五入のため合計と合わない場合がある。次回部会で端数調整方法を示す。
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人的被害の概要
人的被害（死者数） 予測結果の概要 （人）

「日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震の被害想定について【被害の様相】」、日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震対策検討ワーキンググループ、令和３年12月21日より作成

参考：内閣府による人的被害（死者数）

※：火災は強風時（8m/s)
※：合計値は津波被害を予測していない段階での合計
※：小数点以下四捨五入のため合計と合わない場合がある。次回部会までに端数調整方法を示す。

●資料1で示した通り千島海溝モデル、明治三陸、昭和三陸については県全域で概ね
震度4以下のため、揺れによる人的被害は発生しない。

（人）

対象地震 想定ケース 建物倒壊
津波

早期避難率低

急傾斜地

崩壊
火災 合計

冬・深夜 約20 約11,000 約20 − 約11,000

夏・昼 約10 約8,300 約10 − 約8,300

冬・夕 約10 約9,100 約10 − 約9,100
−：わずか

内閣府

日本海溝モデル

対象地震 想定ケース 建物倒壊 津波
急傾斜地

崩壊等
火災 合計

冬朝5時頃 33 10 0 (43)

夏昼12時頃 17 5 0 (23)

冬夕方18時頃 0 0 46 (46)

冬朝5時頃 24 2 0 (26)

夏昼12時頃 13 1 0 (14)

冬夕方18時頃 0 0 11 (11)

日本海溝

（三陸・日高沖）
モデル

東北地方

太平洋沖地震
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揺れ（建物倒壊）による人的被害

＜揺れ（建物倒壊）による人的被害：市町村ごとの死者・負傷者・重傷者（人）＞
【日本海溝（三陸・日高沖）モデル：冬夕方18時頃】

市町村 揺れによる死者 揺れによる負傷者 揺れによる重傷者

盛岡市 0 16 0

宮古市 0 195 20

大船渡市 0 183 18

花巻市 0 112 7

北上市 0 43 2

久慈市 0 495 65

遠野市 0 51 2

一関市 0 117 5

陸前高田市 0 61 5

釜石市 0 137 15

二戸市 0 46 1

八幡平市 0 5 0

奥州市 0 217 13

滝沢市 0 5 0

雫石町 0 0 0

葛巻町 0 0 0

岩手町 0 1 0

市町村 揺れによる死者 揺れによる負傷者 揺れによる重傷者

紫波町 0 32 2

矢巾町 0 4 0

西和賀町 0 0 0

金ケ崎町 0 11 0

平泉町 0 5 0

住田町 0 22 2

大槌町 0 43 4

山田町 0 43 3

岩泉町 0 8 0

田野畑村 0 5 0

普代村 0 5 0

軽米町 0 6 0

野田村 0 24 2

九戸村 0 0 0

洋野町 0 69 6

一戸町 0 9 0

合計 0 1,969 172

※揺れ（建物倒壊）による人的被害が最も大きい、日本海溝（三陸・日高沖）モデル冬夕方5時頃の
ケースについては、巻末資料（P34）に示している。
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急傾斜地崩壊による人的被害

＜急傾斜地崩壊による人的被害：市町村ごとの死者・負傷者・重傷者（人）＞
【日本海溝（三陸・日高沖）モデル：冬夕方18時頃】

市町村
急傾斜地崩壊による

死者

急傾斜地崩壊による

負傷者

急傾斜地崩壊による

重傷者

盛岡市 0 0 0

宮古市 0 0 0

大船渡市 0 0 0

花巻市 0 0 0

北上市 0 0 0

久慈市 0 0 0

遠野市 0 0 0

一関市 0 0 0

陸前高田市 0 0 0

釜石市 0 0 0

二戸市 0 0 0

八幡平市 0 0 0

奥州市 0 0 0

滝沢市 0 0 0

雫石町 0 0 0

葛巻町 0 0 0

岩手町 0 0 0

市町村
急傾斜地崩壊による

死者

急傾斜地崩壊による

負傷者

急傾斜地崩壊による

重傷者

紫波町 0 0 0

矢巾町 0 0 0

西和賀町 0 0 0

金ケ崎町 0 0 0

平泉町 0 0 0

住田町 0 0 0

大槌町 0 0 0

山田町 0 0 0

岩泉町 0 0 0

田野畑村 0 0 0

普代村 0 0 0

軽米町 0 0 0

野田村 0 0 0

九戸村 0 0 0

洋野町 0 0 0

一戸町 0 0 0

合計 0 0 0

※火災による被害が顕著であるため、当該資料としては、18時を提示するもの。
・市町村ごとの被害は建物被害の全県合計が最も大きいケースを表記した。（次頁以降も同様。）
・小数点以下四捨五入のため合計と合わない場合がある。次回部会で端数調整方法を示す。
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火災による人的被害

＜火災による人的被害：市町村ごとの死者・負傷者・重傷者（人）＞
【日本海溝（三陸・日高沖）モデル：冬夕方18時頃】

市町村 火災による死者 火災による負傷者 火災による重傷者

盛岡市 0 0 0

宮古市 0 0 0

大船渡市 0 0 0

花巻市 0 0 0

北上市 20 14 6

久慈市 17 12 5

遠野市 0 0 0

一関市 0 0 0

陸前高田市 0 0 0

釜石市 5 4 1

二戸市 0 0 0

八幡平市 0 0 0

奥州市 0 0 0

滝沢市 0 0 0

雫石町 0 0 0

葛巻町 0 0 0

岩手町 0 0 0

市町村 火災による死者 火災による負傷者 火災による重傷者

紫波町 0 0 0

矢巾町 0 0 0

西和賀町 0 0 0

金ケ崎町 0 0 0

平泉町 0 0 0

住田町 0 0 0

大槌町 3 2 1

山田町 0 0 0

岩泉町 0 0 0

田野畑村 0 0 0

普代村 0 0 0

軽米町 0 0 0

野田村 0 0 0

九戸村 0 0 0

洋野町 0 0 0

一戸町 0 0 0

合計 46 33 13

※：火災は強風時（8m/s)
※火災による被害が顕著であるため、当該資料としては、18時を提示するもの。
・市町村ごとの被害は建物被害の全県合計が最も大きいケースを表記した。（次頁以降も同様。）
・小数点以下四捨五入のため合計と合わない場合がある。次回部会で端数調整方法を示す。
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ライフライン被害の概要

断水人口

（人）
断水率（％）

断水人口

（人）
断水率（％）

断水人口

（人）
断水率（％）

断水人口

（人）
断水率（％）

冬朝5時頃 1,211,206 237,968 20% 219,387 18% 129,562 11% 14,913 1%

夏昼12時頃 1,210,005 247,473 20% 228,746 19% 137,059 11% 16,740 1%

冬夕方18時頃 1,209,936 247,187 20% 228,427 19% 136,667 11% 16,593 1%

冬朝5時頃 1,211,206 224,064 19% 206,539 17% 127,327 11% 40,804 3%

夏昼12時頃 1,210,005 222,218 18% 205,003 17% 126,608 10% 38,739 3%

冬夕方18時頃 1,209,936 222,975 18% 205,748 17% 127,299 11% 39,424 3%

被災1 週間後 被災1 ヶ月後

モデル ケース 人口（人）

被災直後 被災1 日後

日本海溝

（三陸・日高沖）

モデル

東北地方

太平洋沖地震

ライフライン被害（上水道・電力） 予測結果の概要

停電影響人口

（人）
停電率（％）

停電影響人口

（人）
停電率（％）

停電影響人口

（人）
停電率（％）

停電影響人口

（人）
停電率（％）

冬朝5時頃 1,211,206 616,030 51% 124,073 10% 1,254 0% 0 0%

夏昼12時頃 1,210,005 623,040 51% 130,696 11% 1,457 0% 0 0%

冬夕方18時頃 1,209,936 623,651 52% 130,371 11% 1,439 0% 0 0%

冬朝5時頃 1,211,206 603,015 50% 126,775 10% 33,768 3% 0 0%

夏昼12時頃 1,210,005 596,207 49% 125,525 10% 30,941 3% 0 0%

冬夕方18時頃 1,209,936 596,948 49% 126,225 10% 31,639 3% 0 0%

被災1 週間後 被災1 ヶ月後

モデル ケース 人口（人）

被災直後 被災1 日後

日本海溝

（三陸・日高沖）

モデル

東北地方

太平洋沖地震

＜上水道被害＞

＜電力被害＞
※：小数点以下四捨五入のため合計と合わない場合がある。次回部会までに端数調整方法を示す。

●資料1で示した通り千島海溝モデル、明治三陸、昭和三陸については県全域で概ね
震度4以下のため、揺れによる被害は発生しない。

※：小数点以下四捨五入のため合計と合わない場合がある。次回部会までに端数調整方法を示す。
注：電力被害は今回は速報値として停電影響人口として算出している。次回部会では内閣府の

停電軒数と比較できる結果を算出し報告する。
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ライフライン被害の概要

内閣府によるライフライン被害（上水道・電力）
＜上水道被害＞

＜電力被害＞

断水人口

（人）

断水率

（％）

断水人口

（人）

断水率

（％）

断水人口

（人）

断水率

（％）

断水人口

（人）

断水率

（％）

内閣府

日本海溝モデル 冬・夕 約1,150,000 約172,000 15% 約158,000 14% 約88,000 8% 約13,000 1%

被災1 週間後 被災1 ヶ月後

モデル ケース
給水人口

（人）

被災直後 被災1 日後

停電軒数

（軒）

停電率

（％）

停電軒数

（軒）

停電率

（％）

停電軒数

（軒）

停電率

（％）

停電軒数

（軒）

停電率

（％）

内閣府

日本海溝モデル 冬・夕 約665,000 約19,000 3% 約19,000 3% 約19,000 3% 約19,000 3%

モデル ケース
電灯軒数

（軒）

被災直後 被災1 日後 被災1 週間後 被災1 ヶ月後

「日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震の被害想定について【被害の様相】」、日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震対策検討ワーキンググループ、令和３年12月21日より作成

「日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震の被害想定について【被害の様相】」、日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震対策検討ワーキンググループ、令和３年12月21日より作成

●内閣府の結果は津波による被害も含まれる。
●また、内閣府の電力被害は電灯軒数（＝契約数）を対象に被害を算定している。一

方で、今回の結果は人口を対象としているため、電灯軒数の分布と人口の分布が異
なることから、被害量（停電軒数、停電人口）と停電率の結果が異なっている。

●内閣府の電力被害が全て約19,000なのは、津波被害エリアの復旧がなされないた
めである。
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上水道被害

＜上水道被害：市町村ごとの被災直後～被災1ヶ月後の断水人口（人）＞
【日本海溝（三陸・日高沖）モデル：冬夕方18時頃】

市町村
断水人口

直後

断水人口

1日後

断水人口

1週間後

断水人口

1ヶ月後

盛岡市 13,203 11,424 4,867 72

宮古市 21,723 20,534 13,700 2,205

大船渡市 18,484 17,546 11,825 1,779

花巻市 17,714 16,139 8,846 727

北上市 18,438 16,701 8,801 599

久慈市 21,539 20,807 15,621 3,464

遠野市 5,100 4,590 2,335 122

一関市 20,545 18,647 9,978 739

陸前高田市 8,774 8,291 5,477 802

釜石市 20,439 19,585 13,879 2,431

二戸市 4,735 4,220 2,014 56

八幡平市 1,713 1,501 673 11

奥州市 30,117 27,614 15,661 1,426

滝沢市 4,384 3,858 1,754 30

雫石町 666 571 239 1

葛巻町 110 92 34 0

岩手町 419 357 147 2

市町村
断水人口

直後

断水人口

1日後

断水人口

1週間後

断水人口

1ヶ月後

紫波町 5,714 5,201 2,844 231

矢巾町 2,861 2,530 1,181 31

西和賀町 170 145 64 11

金ケ崎町 3,358 3,000 1,451 47

平泉町 1,033 929 471 26

住田町 1,868 1,739 1,061 123

大槌町 5,757 5,469 3,708 577

山田町 5,420 5,048 3,087 359

岩泉町 1,018 917 481 32

田野畑村 572 511 248 9

普代村 557 505 266 18

軽米町 1,068 948 443 11

野田村 1,947 1,845 1,228 179

九戸村 226 193 80 0

洋野町 5,833 5,477 3,499 455

一戸町 1,681 1,494 705 18

合計 247,187 228,427 136,667 16,593

※：小数点以下四捨五入のため合計と合わない場合がある。
次回部会までに端数調整方法を示す。
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電力被害

＜電力被害：市町村ごとの被災直後～被災1ヶ月後の断水人口（人）＞
【日本海溝（三陸・日高沖）モデル：冬夕方18時頃】

市町村
停電影響

人口直後

停電影響

人口

1日後

停電影響

人口

1週間後

停電影響

人口

1ヶ月後

紫波町 16,515 2,804 18 0

矢巾町 11,464 1,295 9 0

西和賀町 1,311 86 11 0

金ケ崎町 10,338 1,509 12 0

平泉町 3,485 488 1 0

住田町 3,782 975 9 0

大槌町 9,002 3,294 40 0

山田町 10,877 2,834 26 0

岩泉町 3,663 496 2 0

田野畑村 1,795 258 2 0

普代村 1,550 264 2 0

軽米町 3,977 480 0 0

野田村 3,173 1,092 10 0

九戸村 1,561 105 0 0

洋野町 10,837 3,155 26 0

一戸町 5,835 752 5 0

合計 623,651 130,371 1,439 0

市町村
停電影響

人口直後

停電影響

人口

1日後

停電影響

人口

1週間後

停電影響

人口

1ヶ月後

盛岡市 80,961 6,035 5 0

宮古市 37,974 12,468 194 0

大船渡市 28,977 10,471 112 0

花巻市 50,346 8,691 47 0

北上市 53,710 8,783 49 0

久慈市 28,171 14,156 389 0

遠野市 15,166 2,370 22 0

一関市 60,462 9,928 55 0

陸前高田市 14,756 4,906 57 0

釜石市 28,177 12,246 184 0

二戸市 15,213 2,117 16 0

八幡平市 8,362 783 1 0

奥州市 73,864 14,980 132 0

滝沢市 19,831 2,000 0 0

雫石町 4,454 309 0 0

葛巻町 1,077 52 0 0

岩手町 2,988 193 0 0

※：小数点以下四捨五入のため合計と合わない場合がある。
次回部会までに端数調整方法を示す。
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●資料1で示した通り千島海溝モデル、明治三陸、昭和三陸については県全域で概ね
震度4以下のため、揺れによる建物被害、ライフライン被害が発生しないことから
避難者は発生しない。

生活支障の概要

＜２地震について、建物被害の大きい冬夕方18時頃のケースを示す＞

避難者数 予測結果の概要

避難者数 避難所内 避難所外 避難者数 避難所内 避難所外 避難者数 避難所内 避難所外
日本海溝

（三陸・日高沖）

モデル

冬夕方18時頃 4,636 2,781 1,854 37,644 18,822 18,822 15,526 4,658 10,868

東北地方

太平洋沖地震
冬夕方18時頃 2,384 1,430 953 33,614 16,807 16,807 35,928 10,778 25,149

モデル ケース
１日後 １週間後 １ヶ月後

（人）

※：火災は強風時（8m/s)
※：合計値は津波被害を予測していない段階での合計
※：小数点以下四捨五入のため合計と合わない場合がある。

次回部会までに端数調整方法を示す。
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避難者数の予測
避難者数 避難所内 避難所外 避難者数 避難所内 避難所外 避難者数 避難所内 避難所外

盛岡市 99 60 40 1,291 646 646 99 30 70

宮古市 376 225 150 3,707 1,853 1,853 2,022 607 1,415

大船渡市 176 105 70 3,088 1,544 1,544 1,619 486 1,133

花巻市 86 52 34 2,276 1,138 1,138 663 199 464

北上市 534 320 213 2,601 1,300 1,300 592 178 415

久慈市 1,263 758 505 4,853 2,426 2,426 3,244 973 2,271

遠野市 29 18 12 606 303 303 113 34 79

一関市 301 181 121 2,721 1,360 1,360 695 208 486

陸前高田市 120 72 48 1,459 729 729 734 220 514

釜石市 624 374 249 3,937 1,969 1,969 2,250 675 1,575

二戸市 15 9 6 515 257 257 52 15 36

八幡平市 20 12 8 184 92 92 20 6 14

奥州市 239 144 96 4,095 2,047 2,047 1,307 392 915

滝沢市 1 1 0 439 220 220 27 8 19

雫石町 0 0 0 60 30 30 1 0 1

葛巻町 0 0 0 9 4 4 0 0 0

岩手町 12 7 5 45 23 23 12 3 8

紫波町 105 63 42 790 395 395 218 66 153

矢巾町 5 3 2 299 150 150 28 9 20

西和賀町 1 0 0 16 8 8 10 3 7

金ケ崎町 7 4 3 368 184 184 43 13 30

平泉町 5 3 2 122 61 61 24 7 17

住田町 8 5 3 271 136 136 111 33 78

大槌町 262 157 105 1,123 562 562 545 164 382

山田町 127 76 51 867 434 434 336 101 235

岩泉町 19 12 8 135 67 67 31 9 22

田野畑村 23 14 9 79 40 40 23 7 16

普代村 100 60 40 141 71 71 100 30 70

軽米町 1 1 0 112 56 56 10 3 7

野田村 23 14 9 324 162 162 163 49 114

九戸村 0 0 0 20 10 10 0 0 0

洋野町 48 29 19 910 455 455 414 124 290

一戸町 8 5 3 182 91 91 17 5 12

合計 4,636 2,781 1,854 37,644 18,822 18,822 15,526 4,658 10,868

1日後 1週間後 1ヶ月後
市町村

＜市町村ごとの避難者数（人）＞

【日本海溝（三陸・日高沖）モデル：
冬夕方18時頃】

※：小数点以下四捨五入のため合計と合わない場合がある。
次回部会までに端数調整方法を示す。
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道路被害の予測

日本海溝 千島海溝
東北地方

太平洋沖
明治三陸 昭和三陸

盛岡市 7 0 13 0 0

宮古市 13 0 5 0 0

大船渡市 12 0 8 0 0

花巻市 12 0 12 0 0

北上市 8 0 8 0 0

久慈市 9 0 1 0 0

遠野市 7 0 5 0 0

一関市 10 0 13 0 0

陸前高田市 6 0 4 0 0

釜石市 7 0 5 0 0

二戸市 6 0 2 0 0

八幡平市 6 0 4 0 0

奥州市 13 0 13 0 0

滝沢市 4 0 5 0 0

雫石町 2 0 2 0 0

葛巻町 1 0 0 0 0

岩手町 1 0 1 0 0

紫波町 4 0 2 0 0

矢巾町 2 0 2 0 0

西和賀町 2 0 0 0 0

金ケ崎町 2 0 2 0 0

平泉町 3 0 2 0 0

住田町 4 0 4 0 0

大槌町 4 0 3 0 0

山田町 6 0 3 0 0

岩泉町 5 0 3 0 0

田野畑村 3 0 3 0 0

普代村 2 0 1 0 0

軽米町 5 0 1 0 0

野田村 2 0 1 0 0

九戸村 2 0 1 0 0

洋野町 5 0 0 0 0

一戸町 4 0 1 0 0

合計 177 0 132 0 0

市町村名

緊急輸送道路道路被害個所数

●算定途中となっています。分布図等は今後入れ込みます。
●今回の資料では緊急輸送路のみを対象としているため、

内閣府（下表）とは結果が異なっています。次回部会で
は、内閣府と同じ対象道路について算定した結果をお示
しします。
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定性的な被害（津波による被害も含む）の様相について(1)

定量的に被害量等を求めることができないが、地震発生時に起
こりうる事象の中で、さらなる死傷者の発生が懸念されるもの
を様相として記載
★路面凍結：
・避難路等が凍結し避難行動に時間がかかる。

→住民が避難所に避難する場合の避難行動については定性的な評価として
様相の記載を行う。
なお、避難速度は積雪時から1割低下の設定。（P40中※６参照）

・消防車両、救急車両等の走行に支障が生じ、消火活動や
救急搬送ができなくなる。

→（案）消防活動が出来ない最悪ケースを想定する。
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定性的な被害（津波による被害も含む）の様相について(2)

★夏季の高温：
・炎天下の屋外避難者や車中避難者が熱中症となり、最悪の

場合には死亡する。

★避難者収容における感染症の影響可能性：
・避難所内で感染症がまん延する可能性がある。
・避難行動時に罹患者から感染する可能性がある。

★家庭用灯油タンクの転倒：
・暖房機用の灯油タンクが倒れて火災の延焼が拡大する。

→延焼シミュレーションでは、過去の延焼火災の実績から延焼拡大速度を
推定する式を用いているため、灯油タンクの影響等をパラメータとして
直接考慮することはできない。そのため、定性的な被害様相として評価
し記載する。

→自宅での消火が困難になるという点も定性的に記載する。
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★津波火災の拡大：
・山林への延焼拡大により再避難の必要となる場合や、避難所

の類焼による死傷者の発生の恐れもある。

★雪崩による被害：
・冬期に地震により雪崩が発生し、家屋倒壊による生き埋めな

どで死傷者が発生する。

★吊り天井等の落下：
・体育館や屋内プール、集会場、大規模集客施設等で、吊り天

井等が落下し、下敷きとなって死傷者が発生する。

定性的な被害（津波による被害も含む）の様相について(2)
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トンガの火山噴火による災害対応の教訓

≪避難所への避難が確認された人たちの避難率約４％≫
★夜間・冬期における津波避難行動

夜間や冬期でも避難できるような訓練・準備等が必要。
日頃の備えなくしてはいざという時に行動できない。

★緊迫感を持たせる情報伝達
状況に応じて正しく情報伝達するとともに、状況が変わった際の情報伝

達の方法等が課題。
いったん安心情報が出されると緊迫感等を持たせることが難しい。
より危険な状況になる“かもしれない”判断と行動が必要。

★東日本大震災の経験
東日本大震災の経験による、揺れが来たら逃げるという意識の定着が避

難行動の阻害要因となった可能性あり。過去の経験の固定化は危険。
揺れが無くても津波が来る可能性のあることを周知。

※ 今後、岩手県では、市町村のアンケート結果に基づき、住民への夜間の避難
を促す方法や防寒対策等について、課題及び対応の方向性を取りまとめる予定。
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②減災対策について
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減災対策について
★今回は、減災対策として、犠牲者０（最大限発生させない）

とすることに直接資する対策について、主な被害想定項目と対
比させて示し、その効果や他に有効な対策などについてご確認
いただく。

★その他の項目についても減災対策として有効な事項があれば、
減災効果算定等の際に考慮する。

①揺れによる建物被害・人的被害
②屋内収容物・転倒・落下による人的被害
③火災による建物被害・人的被害
④津波による人的被害
⑤避難者

主な想定項目

（参考）：内閣府「日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震の被害想定」における防災対策
1.強い揺れや弱くても⾧い揺れがあったら迅速かつ主体的に避難する。
2.強い揺れに備えて建物の耐震診断・耐震補強を行うとともに、家具の固定を進める。
3.初期消火に全力をあげる。

「日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震の被害想定について」、日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震対策検討ワーキンググループ、令和３年12月21日より
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減災対策効果のアウトプットイメージ
 主な想定項目において、岩手県の掲げる施策目標を達成した

場合の被害を算定し、現況の被害と比較することで、減災対
策の効果を示す。

 減災対策の推進を図るべく、住民の啓発資料（パンフレット
など）に活用する。

「第9回新潟県地震被害想定調査検討委員会 別添資料4-1_パンフレット（案）」、令和３年９月22日より抜粋

住民啓発資料：最近の作成例（新潟県地震被害想定調査検討委員会資料より抜粋）
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①揺れによる建物被害・人的被害
●手法概要

●対策
・建物の耐震化
・新耐震基準への建物の建替え

●アウトプット
・全壊・半壊する建物数の低減
・即時倒壊による圧死者の発生を抑制
（新耐震基準の考え方を考慮）
・要救助者数の低減

被害率曲線（木造：全壊率）

古い年代の建物が減少することによる被害軽減

計測震度に応じた被害率
（構造・建築年代別）

建物被害棟数
（全壊、半壊）

建物棟数データ
（町丁目別・構造・建築年代別）

計測震度

「日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震の被害想定項目及び手法の概要」、日本海溝・
千島海溝沿いの巨大地震対策検討ワーキンググループ、令和３年12月21日より

耐震化・建替え

「日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震の被害想定項目及び手法の概要」、日本海溝・
千島海溝沿いの巨大地震対策検討ワーキンググループ、令和３年12月21日より作成

岩手県の耐震化目標
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②屋内収容物・転倒・落下による人的被害
●手法概要

●対策
・家具固定の実施による屋内収容物の転倒・落下防止対策
・適切な身を守る行動（机の下に隠れるなど）

●アウトプット
・屋内収容物移動・転倒・落下に伴う死傷者数の低減

対策：家具固定

対策：身を守る行動

「日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震の被害想定項目及び手法の概要」、日本海溝・千島海溝沿
いの巨大地震対策検討ワーキンググループ、令和３年12月21日より作成

県民が家具などの転倒防
止措置を行っている割合

41.7%

令和２年県民生活基本調査結果
報告書より

身を守る行動の訓練例
・シェイクアウト訓練
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●手法概要

●対策
・火気器具の転倒防止対策、感震ブレーカーの普及
・消火訓練の実施（初期消火成功率の向上）
・消防水利の増加（消防の消火力向上）
・避難訓練への参加による逃げまどいの低減

●影響を受けるアウトプット
・出火件数の低減、消火可能件数の増加、焼失棟数の低減、火災による死傷者数の低減

「日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震の被害想定項目及び手法の概要」、
日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震対策検討ワーキンググループ、令和３
年12月21日より作成

③火災による建物被害・人的被害

対策：
火気器具の転倒防止
感震ブレーカーの普及

対策：
消火訓練による
初期消火成功率向上

対策：
避難訓練への参加による逃げまどいの低減

火災による死者発生のシナリオ※

※「日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震の被害想定項目及び手法の概要」、日本海
溝・千島海溝沿いの巨大地震対策検討ワーキンググループ、令和３年12月21日より
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④津波による人的被害
●手法概要

●対策
・避難意識の向上による早期避難（防災教育、訓練など）
・避難路の整備、避難場所の整備（避難ビルの指定等）
・防寒対策、事前対策（高台移転など）

●アウトプット
・死者数の低減

「日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震の被害想定項目及び手法の概要」、日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震対策検討ワーキンググループ、令和３年12月21日より

対策：
避難意識の向上による早期避難
（P39参照）

対策：
・避難路の整備による
避難速度向上

対策：
避難場所の確保

対策：
事前対策（高台移転など）

対策：
防寒対策
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⑤避難者

※1：焼失棟数も含む。
※2：上水道機能支障人口は、自宅建物被害を原因とする避難者を除く上水道機能支障世帯人員を示す。
※3：ライフライン停止時生活困窮度とは、自宅建物は大きな損傷をしていないが、ライフライン停止が継続されることにより

自宅での生活し続けることが困難となる度合を意味する。阪神・淡路大震災の事例によると、水が手に入れば自宅の被害
がひどくない限りは自宅で生活しているし、半壊の人でも水道が復旧すると避難所から自宅に帰っており、逆に上水道機
能支障の場合には生活困窮度が増す。
（当日・1 日後）0.0 ⇒（1 週間後）0.25 ⇒（2 週間後）0.60 ⇒（4 週間後・1 か月後）0.90

※4：避難所避難比率＝避難者のうち避難所に避難する割合であり、避難所避難比率＋避難所外避難比率＝1である。
（1日後・3日後）0.60 ⇒（1週間後）0.50 ⇒（2週間後）0.40 ⇒（4週間後・1か月後）0.30

●手法概要

●対策
・ライフラインの防災性向上（水道管の耐震化等）
・家庭内の備蓄推進
・地域での避難の呼びかけ・誘導
・要配慮者などの支援体制

●アウトプット
・断水人口の低減、機能支障人口の低減等
・避難所避難者数の低減、・備蓄需要量の低減

避難者数＝（全壊棟数※1×1.0＋半壊棟数×0.13）×1棟当たり平均人員＋
上水道機能支障人口※2×ライフライン停止時生活困窮度※3）

避難所避難者数＝避難者数×避難所避難比率※4

避難所外避難者数＝避難者数－避難所避難者数 対策：水道管の耐震化率

対策：物資の備蓄（家庭・自治会など）による困窮度低減（備蓄猶予）

「日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震の被害想定項目及び手法の概要」、日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震対策検討ワーキンググループ、令和３年12月21日より
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揺れ（建物倒壊）による人的被害

＜揺れ（建物倒壊）による人的被害：市町村ごとの死者・負傷者・重傷者（人）＞
【日本海溝（三陸・日高沖）モデル：冬朝5時頃】

※揺れ（建物倒壊）による人的被害が最も大きいケースを表記した。
・小数点以下四捨五入のため合計と合わない場合がある。次回部会で端数調整方法を示す。

市町村 揺れによる死者 揺れによる負傷者 揺れによる重傷者

盛岡市 0 3 0

宮古市 4 55 7

大船渡市 3 52 6

花巻市 1 28 2

北上市 0 11 1

久慈市 8 88 13

遠野市 0 15 1

一関市 2 49 4

陸前高田市 2 28 3

釜石市 4 63 8

二戸市 0 10 0

八幡平市 0 2 0

奥州市 4 70 6

滝沢市 0 0 0

雫石町 0 0 0

葛巻町 0 0 0

岩手町 0 0 0

市町村 揺れによる死者 揺れによる負傷者 揺れによる重傷者

紫波町 0 7 0

矢巾町 0 2 0

西和賀町 0 0 0

金ケ崎町 0 3 0

平泉町 0 1 0

住田町 0 6 0

大槌町 1 11 1

山田町 0 8 1

岩泉町 0 2 0

田野畑村 0 1 0

普代村 0 1 0

軽米町 0 1 0

野田村 0 3 0

九戸村 0 0 0

洋野町 2 26 3

一戸町 0 2 0

合計 33 549 57
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現在の減災対策の取組（建物被害）
被害項目 岩手県における対策*1 その他の対策＊2

揺れによる建物被害 住宅・病院・学校等の耐震化：住宅の耐震化（83.3%(2019)⇒90.0%(2025))

住宅・病院・学校等の耐震化：大規模建築物の耐震化

住宅・病院・学校等の耐震化：病院の耐震化率（73.1%(2018)⇒

79.3%(2025)）

住宅・病院・学校等の耐震化：社会福祉施設の耐震化（85.6％(2017))

住宅・病院・学校等の耐震化：公立学校施設・公立社会体育施設の耐震化

（公立学校の耐震化率(2019)：幼稚園84.0％、小中学校99.3%、高等学校

95.7%、特別支援学校100%）

住宅・病院・学校等の耐震化：私立学校の耐震化（88.3%(2019)⇒

94.0%(2025)）

津波による建物被害 津波に対する住宅等の安全対策：高台移転等を実施

急傾斜地崩壊による

建物被害

農山村地域における防災対策：山地災害防止機能が確保された集落数（累

計）（985集落(2019)⇒1,015集落(2025)）

警戒避難体制の整備：土砂災害警戒区域等の指定箇所数（累計）（7,713箇所

(2019)⇒12,700箇所(2025)）

警戒避難体制の整備：土砂災害対策施設の整備

地震火災による被害
空き家対策：空家等対策計画策定市町村数（累計）（22市町村(2019)⇒31市

町村(2025)）

消防団活動の充実強化：消防団の条例定数充足率（82.7%(2019)）
・ 電熱器具等からの出火を防止する感震ブレー

カーの設置、安全な器具等への買い替え等の出

火防止対策

・ 建物の不燃化、木造住宅密集市街地の解消

・ 家庭用灯油タンクの転倒等防止対策

・ 家庭用消火器等の消火資機材保有率の向上、

消火訓練の実施等による初期消火成功率の向上

*1：第2期岩手県国土強靱化地域計画(R3.3)、いわて県民計画(2019~2028)⾧期ビジョン、同復興推進プランより
*2：内閣府の「日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震の被害想定について【被害の様相】」(R3.12)に示された防災・減災対策例
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現在の減災対策の取組（人的被害）
被害項目 岩手県における対策*1 その他の対策＊2

揺れ（建物倒壊）に

よる人的被害
住宅・病院・学校等の耐震化：住宅の耐震化（83.3%(2019)⇒90.0%(2025))

避難場所等の指定・整備：避難場所及び避難所の指定・整備（緊急避難場所

等指定完了(2016)）

避難場所等の指定・整備：福祉避難所の指定・協定締結（指定・協定締結済

み市町村割合93.9%(2019)）

避難行動要支援者名簿の作成・活用：避難行動要支援者の個別計画策定取り

組み市町村数（19市町村(2019)⇒33市町村(2022)）

市街地整備：防災公園数（63箇所(2019⇒71箇所(2025)）
・ 部分的な耐震化による安全空間の確保

津波による人的被害 津波に対する住宅等の安全対策：高台移転等を実施

津波防災施設の整備等：津波防災施設整備延⾧（69.6km(2018)⇒

76.8km(2020)完了）

津波防災施設の整備等：津波浸水想定区域の設定市町村数（累計）（0市町村

(2019)⇒12市町村(2021)）

津波防災施設の整備等：海岸水門等操作の遠隔化・自動化：遠隔操作箇所

（38基(2018)⇒184基(2020)完了予定）

津波防災施設の整備等：津波防災地域づくり計画の策定

津波防災施設の整備等：津波ハザードマップの作成

津波避難体制の整備：津波避難計画の策定（対象市町村策定済み(2017)⇒見

直し）

要配慮者等への支援：災害時の同行避難に関する訓練等参加者数（累計）

（76人(2019)⇒350人(2025)）

地震火災による人的

被害
自主防災組織の組織率の向上：組織率（85.3%(2017)⇒UP）

自主防災組織の結成及び活性化支援：県地域防災サポーターの地域への派遣

回数（累計）（40回(2019)⇒150回(2025)）

自主防災組織の結成及び活性化支援：自主防災組織に対する研修会の実施回

数（累計）（2回(2019)⇒10回(2025)）

ブロック塀倒壊等に

よる人的被害
住宅・病院・学校等の耐震化：ブロック塀の耐震化・除却等

屋内収容物移動等に

よる人的被害
・ 家具、設備等の固定、ガラス飛散防止対策
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被害項目 岩手県における対策*1 その他の対策＊2

その他
住民等への情報伝達の強化：災害情報の円滑な伝達（Ｊ−アラートと災害情

報伝達機能の接続：全市町村）

(情報伝達不備・避難

行動の遅れ）
災害情報システムの整備：災害情報集計システムの活用（全市町村）

情報通信利用環境の整備：携帯電話等エリア整備（携帯電話不感地域解消

率：99.7％(2018)）
情報通信利用環境の整備：民放ラジオ難聴解消

情報通信利用環境の整備：ブロードバンド利用環境整備（超高速ブロードバ

ンド(FTTH)利用可能世帯率：95.5%(2018))

防災訓練の推進：県職員派遣による市町村職員防災対応研修を開催した市町

村（17 市町村(2019)）

学校における継続的な防災訓練や防災教育等の推進：防災教育の推進（防災

研修会の開催状況：年１回）

学校における継続的な防災訓練や防災教育等の推進：学校における継続的な

防災訓練や防災教育等の推進

学校における継続的な防災訓練や防災教育等の推進：防災教育の推進（防災

研修会の開催状況：年１回）

学校における継続的な防災訓練や防災教育等の推進：学校や避難路等の安全

確保の取組の推進

学校における継続的な防災訓練や防災教育等の推進：「いわての復興教育」

【そなえる】を核とした防災教育の推進

災害に備えた道路交通環境の整備：停電による信号機の機能停止を防止する

信号機電源付加装置の整備台数（74台(2019)⇒100台(2025)）

現在の減災対策の取組（情報伝達・避難意識啓発）



38© 2021 OYO Corporation, All rights reserved.

参考（防寒対策について）

「第8回日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震対策検討ワーキンググループ資料」、日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震対策検討
ワーキンググループ、令和2年7月より
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参考（津波による人的被害：避難開始時間)

★津波による人的被害（避難開始時間）

◎避難行動の違い（避難の有無、避難開始時間）

「第６回日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震対策検討ワーキンググループ（内閣府）」において、東日
本大震災の被災地域での調査結果（「津波避難等に関する調査結果」（内閣府・消防庁・気象庁））及び
過去の津波被害（北海道南西沖地震、日本海中部地震）の避難の状況を踏まえ、下記の５つの避難パ
ターンが設定されている。

•本検討では東日本大震災の実績より

以下のとおり設定する。

・すぐに避難する：54％

・避難するがすぐには避難しない：40％

・切迫避難あるいは避難しない：6％

※7の数値は、「平成23年東日本大震災における避難行動等に関する面接調査（住民）分析結果」(2011)と浸水人口、津波による
死者・行方不明者の割合等を基に、「第4回日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震対策検討ワーキンググループ」で設定されたもの
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参考（津波による人的被害：避難速度)
★津波による人的被害（避難速度）

◎避難行動の違い（避難の有無、避難開始時間）

• 既往研究における訓練による計測値によると、積雪期以外に対して、積雪期、凍結時、豪雪時（未
除雪）の状況においては速度低下が見られる。

•※1：東日本大震災時の平均徒歩避難速度は
2.24km/h（0.62m/s）に設定

•※2：平野部は全体平均の1.12倍、傾斜部は全体
平均の0.71倍に設定

•※3：健常者の避難速度と避難行動要支援者同行
の避難速度は、東日本大震災の実績から8:2の人
数割合であったとして全体平均より設定。

•※4：積雪時の避難速度は、東日本大震災の平均
避難速度から2割低下

•※5：未除雪の場合は積雪時から４割低下

•※6：凍結路面時は積雪時から1割低下

•夜間（暗い場合）の避難速度については、足元が
見えにくい等の理由から昼間の8割に設定。

•各地域における避難行動動要支援者同行の人数
割合は地域における避難行動要支援者数のデー
タを用い、要支援者1人につき2人が同行すると設
定。

•避難速度は東日本大震災の実績である平均徒歩避難速度2.24km/h（0.62m/s）をベースとし、既往研究における積雪期の速度低下率
を適用することとする（※南トラ（H24）の設定値は東日本大震災実績の速報値による2.65km/h（0.74m/s））

⇒避難速度 夏：2.24km/h、冬：1.79km/h ※今回の被害想定では、「積雪時」は「積雪時（除雪有）」と想定する
（豪雪時は積雪時で未除雪の場合を想定）


